
 
本実証事業における中小企業等の定義 

 

本実証事業への参加対象の中小企業等の定義は以下のとおりとなります。 
 
【本実証事業における中小企業等の定義】 

業種分類 定義 

① 製造業、建設業、運輸業 
資本金の額又は出資の総額が3億円以下の会社又は常時使用する従業員
の数が300人以下の会社及び個人事業主 

② 卸売業 
資本金の額又は出資の総額が1億円以下の会社又は常時使用する従業員
の数が100人以下の会社及び個人事業主 

③ サービス業（ソフトウェア業又は情報処
理サービス業、旅館業を除く） 

資本金の額又は出資の総額が5千万円以下の会社又は常時使用する従業
員の数が100人以下の会社及び個人事業主 

④ 小売業 
資本金の額又は出資の総額が5千万円以下の会社又は常時使用する従業
員の数が50人以下の会社及び個人事業主 

⑤ ゴム製品製造業（自動車又は航空機用タ
イヤ及びチューブ製造業並びに工場用ベ
ルト製造業を除く） 

資本金の額又は出資の総額が3億円以下の会社又は常時使用する従業員
の数が900人以下の会社及び個人事業主 

⑥ ソフトウェア業又は情報処理サービス業 
資本金の額又は出資の総額が3億円以下の会社又は常時使用する従業員
の数が300人以下の会社及び個人事業主 

⑦ 旅館業 
資本金の額又は出資の総額が5千万円以下の会社又は常時使用する従業
員の数が200人以下の会社及び個人事業主 

⑧ その他の業種（上記以外） 
資本金の額又は出資の総額が3億円以下の会社又は常時使用する従業員
の数が300人以下の会社及び個人事業主 

⑨ 医療法人、社会福祉法人 常時使用する従業員の数が300人以下の者 
⑩ 学校法人 常時使用する従業員の数が300人以下の者 
⑪ 商工会・都道府県商工会連合会及び商工

会議所 
常時使用する従業員の数が100人以下の者 

⑫ 中小企業支援法第2条第1項第4号に規定
される中小企業団体 

上記①～⑧の業種分類に基づき、その主たる業種に記載の従業員規模
以下の者 

⑬ 特別の法律によって設立された組合又は
その連合会 

上記①～⑧の業種分類に基づき、その主たる業種に記載の従業員規模
以下の者 

⑭ 財団法人（一般・公益）、社団法人（一
般・公益） 

上記①～⑧の業種分類に基づき、その主たる業種に記載の従業員規模
以下の者 

⑮ 特定非営利活動法人 
上記①～⑧の業種分類に基づき、その主たる業種に記載の従業員規模
以下の者 

(ア) 「常時使用する従業員」とは、労働基準法第20条の規定に基づく「予め解雇の予告を必要とする者」を意味する。
また、会社役員及び個人事業主は予め解雇の予告を必要とする者に該当しないため、「常時使用する従業員」には
該当しないものとする。 

(イ) 大企業である親会社から一定の割合で出資を受けているなど、大企業の支配下にある会社いわゆる「みなし大企業」
については、上記の資本金又は従業員の基準を満たせば、本事業における中小企業等に該当するものとする。 

(ウ) 上記に該当する事業者であっても、法人格のない任意団体、公序良俗に反する事業者は対象外とする。 
 
 


